
　産業医、産業保健師、衛生管理者など産業保健スタッフの担い手となる人材育成が喫緊の課題の一つとなっ
ている。具体的には、IT技術の活用促進などあらたな取組みへの対応、多様化する産業現場の課題やニーズへ
の対応、また生産性向上への対応のため、スタッフの資質向上がその課題となっている。本特集では、この産
業保健スタッフ育成の現状と課題を取り上げる。

産業保健スタッフの育成
特集

産業医育成の現状と課題

　日本における産業医の有資格者数は年々増加し、日本

医師会の認定産業医は2023年に11万人を超えた。しかし、

このうち死亡者、辞退者、有効期限切の者を除いた有効

人数は約７万５千人、現状で産業医活動を行っている者は

３万６千人程度で有効人数の半数程度しか活動を行ってい

ないことがうかがわれる。そして、これらの産業医の多くは

診療のかたわら、１、２事業場で嘱託産業医を行うに留まっ

ている。一方で事業場側の産業医選任状況は、労働者数

100人以上の規模の事業場では産業医選任率は95％を超

えているものの、50～99人では85.6％と必ずしも十分とはい

えない。労働者数が50人未満では法的な産業医選任義務

がないため選任率はさらに低い。もし将来的に、より小規模

の事業場へも産業保健サービスを提供するために、産業医

選任義務が今より小規模の事業場に拡大されるようなこと

になれば、産業医が見つけられない事業場が多く発生する

ことも予想される（表１）。

　一方で労働者を取り巻く環境は変化し続けている。従来

からの産業保健上の課題に加え、高年齢労働者や女性、疾

病を抱える労働者等、多様な健康課題を抱える労働者への

対応が増えている。さらに、化学物質の自律的な管理など

の高い専門性を要する課題や在宅勤務や、ダブルワーク等

の勤務・雇用形態の多様化もあり、産業医に求められる対

応力は年 、々質、量ともに高くなっている。このように複雑化

していく企業で産業医活動を行う上では、基礎研修で得た

基本知識は必須であるものの、それだけでは十分でなく、

分野によってはより深い、そして実践的な知識が必要とな

る。また変化が大きい時代にあっては、新しい産業医学の

知見や法令改正、行政施策に関する情報をアップデートし

ながらスキルを維持していくことが不可欠である。法令上で

も、産業医が労働者の健康管理等を行うのに必要な医学

に関する知識に基づき、誠実にその職務を行わなければな
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表１. 事業場の規模別産業医等選任状況１）
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らないことや、その知識及び能力の維持向上に努める努力

義務が労働安全衛生法第13条に明記されている。

　以上のように、多くの産業保健上の課題を有する企業に

おいて十分な産業保健サービスを提供していくためには、事

業場で産業医活動を実践する医師の数を増やすこと、そして

各産業医がスキルを維持向上していくことが重要である。

　嘱託産業医を含め産業医活動に従事する医師数を増や

すには、現在、半数程度しか活動を行っていない産業医有

資格者やこれから資格を取得する医師に積極的に産業医

活動に関与いただくことが重要である。

　産業医有効資格者が産業医活動を行っていない理由に

ついては、日本医師会の調査で、「本業が多忙」が60％と

最も多かったが、次いで「働く事業所がないため」が35％、

「経験がなくやり方がわからない」が20％であり、活動する

意思があるものの円滑に活動をスタートできていない、いわ

ゆる「一社目の壁」が障害となっている産業医が一定数い

ることが示唆された。「働く場所」については、産業医側に

求人情報が届いていない場合もあれば、産業医経験がない

産業医を採用することに躊躇する企業があるなどいくつか

の要因が考えられるが、この問題に対しては、教育というより

も効果的な求人情報の提供や企業側と産業医側のマッチン

グの方法を改善することが重要だと思われる。一方で「経験

がなくやり方がわからない」については、資格取得後ごく初

期の産業医の活動を後押しするような教育の提供が有用と

考える。このような不安が生じる背景として、産業医は事業

場で１人で活動することが多いため、ほかの診療科のように

指導医の模範的活動を見て学んだりOJTを受けたりするこ

とが難しいという特性がある。座学のみでは活動に二の足

を踏む者や産業医活動を始めても、ほかの産業医の様子

を知る機会がなく、これでよいのかと不安に感じ、それ以上

活動が広がらないということが起きやすい。このようなOJT

問題については、例えば他事業場の指導医の産業医活動

等に同行することなどができるとよいが、それ以外では、実

地研修会において実際の事業場で巡視を行ったり、研修会

場で動画を用いた模擬巡視を体験したり、面接や衛生委員

会のロールプレイや事例検討などの討議を通じて、ほかの産

業医の考え方を理解するような研修会が有用である。この

ような実地研修会では産業医学の知識だけでなく、事業場

側とのコミュニケーション能力や組織へのアプローチ等の

事項を合わせて習得することで実践力を高められる。今後

も初期段階の産業医のための実践的な研修が増えていくこ

とが期待される。ちなみに、日本産業衛生学会産業医部会

では「産業医アソシエイトコース（産業医Aコース）」という入

門的研修コースの開講が来年度から予定されている。

　また、研修と合わせて必要なものとして、判断に迷ったと

きに助言を得られる相談窓口の存在が挙げられる。各都道

府県の産業保健総合支援センターには産業保健専門職の

ための相談窓口があり、地域産業保健センターでは医師会

のコーディネーターが相談にのっているケースもある。そのほ

か、地域等の産業医ネットワークや勉強会などで産業医同

士で相談したり、指導医的立場の産業医が助言を行ってい

たりする例もある。こういった情報を産業医に周知していく

ことも重要である。

　産業医活動開始後も産業医としての能力の維持向上の

ために研修は継続する必要がある。日本医師会認定産業

医制度では５年間で20単位の生涯研修を受講することを

更新要件としており、全国で年間約7,500単位以上（2023

年度）の研修が行われている。研修会の主催は医師会のほ

か、中央労働災害防止協会や産業保健総合支援センター、

日本産業衛生学会、産業医学振興財団、産業医科大学（産

業医学実践研修、産業医学プレミアムセミナー等）等さまざま

あり、日本医師会の全国医師会産業医部会連絡協議会の

ホームページ２）でも情報提供されている。そのほか、単位が

付与されていない任意の事例検討会や勉強会等も各地域

の産業医の会や労働衛生機関の組織内勉強会などで数多

く行われている。

　これらの研修の機会を活用していくことが望ましいが、

特に生涯研修のなかの「更新研修」は法令改正や新しい

ガイドライン、施策についての情報を提供しており、これ

らの情報をキャッチアップしておくことは産業医活動を適

切に行う上で非常に重要である。日本医師会認定産業医

の資格更新では20単位のうち、少なくとも１単位を「更新

研修」で取得するよう求めている。よい仕組みと思う一方

で、実際には５年間で１単位では十分に情報をアップデー

 2 産業医活動に従事する医師数の
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トできない懸念も感じる。また、どの更新研修を受講す

るかを決める際に、場合によっては研修テーマの内容よ

りも地理的、時間的な受講のしやすさが優先されること

も予想される。したがって、例えば重要な法令改正等で

すべての産業医が知っておくべき内容については、受講

を必須としたり、オンラインやeラーニングを活用しすべ

ての産業医が聴講できるような形にするなどの方法も有

用と考える。

　産業医として経験を重ね、一定の能力を備えた産業医の

専門性を評価する資格として日本産業衛生学会の産業衛生

専門医・指導医資格がある。産業衛生専門医は専門医制度

のサブスペシャリティであり、基本領域の社会医学系専門医

資格を取得した後に産業衛生専攻医登録する。あるいは、

日本専門医機構の基本領域専門医資格を取得し、産業衛

生専攻医試験に合格することでも産業衛生専攻医登録が

できる。専攻医として数年間の研修を経た後、試験に合格

すると専門医資格を取得できる。現在、産業衛生専門医・

指導医数は728人（2025年１月現在）であり、さまざまな領

域で活躍している。また、指導医として次に続く専攻医に対

する指導教育にも携わっている。産業医を継続するなかで

はこのような資格取得を１つの目標とすることもよいだろう。

なお、専門産業医のためのアドバンス研修としては、日本産

業衛生学会産業医部会の「産業医プロフェッショナルコー

ス（産業医Pコース）」や産業医科大学産業医学実践研修

「産業保健の統括マネジメント」等のプログラムがある。

　ところで、筆者は上記専門医制度委員会の事務局長を

務めているが、企業の専門医・指導医資格に対する認知度

が高まらないことを大きな課題だと感じている。試験によっ

て一定水準以上の専門能力が認められている産業衛生専

門医・指導医を採用することは、産業保健活動の質を重視

する上で企業にとってもメリットがあると考えるし、専門医・

指導医の資格を有することが産業医としての採用に有利で

あったり、場合によって待遇が異なるようなことがあったり

すれば、今よりも専門医・指導医を目指す者が増え、結果的

に産業保健活動全体の質の向上が促進されると期待して

いる。しかし、現状では企業側での認知は進んでおらず、

より積極的な広報の必要性を感じている。

　さて、産業医のキャリアを踏まえた教育について述べてきた

が、最後にデジタル技術の進歩が産業医学教育に及ぼす影響

について考えたい。まず、ほかの臨床領域の研修会と同様、こ

こ数年で研修形態が大きく変化している。ハイブリッド開催の

研修会が増え、平日の診療後や休日に遠方の会場まで足を運

ぶことが難しかった産業医が、地域医師会や自宅から受講で

きるようになったことのメリットは非常に大きい。また、研修内

容においても前述のような動画を用いた教育やアンケート機能

を使った双方向の研修、各自がアプリを用いて職場環境を評

価する演習等、ツールの多様性も高まっている。さらに今後は、

バーチャル空間での模擬産業医実習や、AIを活用した面談や

保健指導のトレーニングなど、さまざまな効果的な教育プログ

ラムが開発されていく可能性もあるだろう。一方で相反するよ

うだが、事業場内で１人で活動することが多い産業医において

は、対面の勉強会や学会参加が産業医仲間との出会いや交

流につながる機会にもなってきた。オンラインも便利ではある

が、ときには会場に足を運びネットワークづくりを行うことも産

業医としての問題解決能力を高める上でお勧めしたい。

　また、前述の日本産業衛生学会専門医制度の専攻医研修

においても情報通信機器の活用が大きな役割を果たしてい

る。指導医が自施設の外にいることが多い本専門医制度で

は、従前は専攻医が指導医のところに直接訪問するか、メー

ルを介しての指導が主流であり、地理的な距離が指導を受

ける上でのネックとなることが多かった。しかし、今は情報通

信機器を活用することで離れた場所にいても定期的に指導

を受けられる環境が整ったといえる。このような方法が可能

となったことは本制度においては画期的であり、指導医が

少ない地域の専攻医の不便さが幾分でも解消されたのでは

ないかと考えている。さらに、このような技術を活用すること

で、指導医の職場巡視や面談を遠隔で学ぶ、あるいは指導

医に自身の活動を見てもらって指導を受けるなど、OJTに近

い指導ができる可能性も考えられる。もちろんその際、企業

内の情報管理や労働者の個人情報管理の問題という制約が

あるため、それらに十分配慮した上で実施する必要がある。

 4 日本産業衛生学会産業衛生専門医・
指導医について
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● 特集　産業保健スタッフの育成

　産業保健師は公衆衛生看護をベースとする「保健師資

格」をもち、かつ労働衛生の知識をもって「働く人」「働く

場」を対象に産業保健分野で活動している。労働者が安

全かつ健康で、働きがいをもって働き、その結果、生産性

の高い職場になるよう、労働者と事業者の双方を支援する

役割を担っている。近年、少子高齢化による労働力不足、

女性の社会進出や高年齢労働者の就労拡大、AIやデジタ

ルの発達による社会情勢の変化等、産業保健の課題が複

雑多様化するにともない、質の高い産業保健師の育成ニー

ズはより高まっている。また、中小企業への産業保健サー

ビスの充実にむけて、その担い手としても期待されている。

人生100年時代、国民の約半数を占める働く世代の健康

を支える産業保健師の役割は重要である。

１）就業人数

　厚生労働省「令和４年衛生行政報告例（就業医療関係

者）の概」１）によると、事業所で就業する保健師は4,201人

であり、その数は年々増加傾向ではあるものの、保健師総

数の約7.0％という割合である。

２）就業場所や就業形態

　就業先は、事業所、健康保険組合、労働衛生機関や健診

機関に加えて、独立開業等と多岐にわたる。雇用先との契

約に基づき保健活動を行うことになり、雇用形態や処遇は

まちまちである。日本看護協会の調査２）では「産業領域」

では正規職員が 69.6%と全体よりも 14.8%少なく、非正規

雇用が 25.3%と全体よりも 11.9%多かった。新卒採用の機

会は少なく、産業保健師として入職時のキャリアの背景もさ

まざまであり、十分な教育が与えられないまま即戦力が求め

られることも多い。労働者健康安全機構の調査３）では、事

業場規模が小さいほど、保健師等の雇用もしくは活用割合

は低く、一人雇用が約半数を占めていた。

３）主な業務内容

　就業場所により拠り所となる法令も異なり、また組織や

団体の所属部署や他の産業保健スタッフの存在の有無に

よって、業務内容も役割も異なる。労働安全衛生法のなか

で明文化されている役割も限定的なものにとどまっている

ため、保健師の業務は健康診断結果の個別の「狭義」の

保健指導と解釈されやすいが、実際は幅広い実務を担っ

ていることが多い。衛生管理者として選任される者や事業

所内の産業保健全体をコーディネートするポジションを自

ら獲得し活動する例もある。労働者の身近な専門職とし

てきめ細やかな健康支援を行う存在であり、個人・集団・

組織のアセスメントや組織における仕組みづくりなど高度

な能力を発揮している。チームで進める産業保健活動に

おいても、調整役等の重要な役割を果たしている。

４）現任教育

　一部の大手企業を除くと、一人職場や少人数配置が多

く、同僚不在も珍しくなく、ロールモデルがいない環境で

体系化された現任教育がないのが現状である。

　日本看護協会の調査２）によると、行政領域にくらべ産

業領域では教育体制は不十分な状況であり（図１）、労働

者健康安全機構の調査３）では、入職時は産業保健の知

識に乏しく、同僚もおらず、基礎研修もうけていない、専

門情報の入手先は学会や専門誌、インターネット頼みにな

っている状況であった。つまり、産業保健の課題は年々複

雑多様になっていくにもかかわらず、産業保健師のおかれ

ている環境は整備されないままで、十分に役割を発揮で

きない状況となっている。

 2 産業保健師を取り巻く環境

保健師の人材育成計画・ガイドライン策定

現任教育プログラムやマニュアルがある

個人の研修・教育履歴管理

中長期的な人材育成

研修参加の予算確保

行政領域　　産業領域

59.9

54.9

55.7

54.3

76.9

33.4

35.9

39.3

33.7

70.3

（％）図１. 保健師の教育体制

 1 はじめに

出典：「令和4年度　保健師の活動基盤に関する基礎調査」より抜粋
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　日本産業保健師会は、働く人や事業者等に関与する保健

師が、労働衛生の専門知識も活用し適切で充実した健康支

援活動が実践できるように、「質の担保」のための現任教

育の事業や、「社会的基盤強化」のための取組みを行い、そ

の結果、他の領域の保健師と同様に公衆衛生の向上に寄与

し、社会に貢献することをミッションとする職能団体だ。

　設立当初から、保健師の質の担保のために、研修会テー

マに「産業保健師活動の在り方の本質に迫る」（現：産業

保健師の本質を考える）という冠をつけて「産業保健師

としては」「保健師であるならば」というアイデンティティ

の明確化を意識しながら開催を重ねてきた。それと同時

に「系統的な産業保健師の現任教育」の重要性を認識し

キャリアラダー構築にむけての検討も重ねてきた。

１）倫理綱領の作成

　日本産業保健師会では2013年に倫理綱領を作成した。

『産業保健師のさまざまな現状や課題を整理し、その結果、

組織や労働者に役立つ産業保健師として押さえておくべき

重要事項には、保健師という専門職であると同時に、組織人

としての社会的マナーや常識があり、その上に産業保健師と

しての職務があることを確認した。こうして日本産業保健師

会の倫理綱領ができた（表１）。倫理綱領前文には「業務の

遂行にあたり、本会の会員が守るべき最低限の基

準を示すこととした」との記載があり、７つの条文

からなる。職業人としての品位を保ち、自身の心身

の安全と健康に留意し、与えられた立場をよく理

解し、求められる役割と使命を、責任をもってはた

すことが述べられている』５）と述べている。

２）産業保健師版キャリアラダーの作成

　公衆衛生看護を担う「保健師」という職能で考え

た際に他領域のキャリアラダーとの整合性を考慮し

ながら、2016年に厚生労働省から出された「自治体

保健師の標準的なキャリアラダー」を参考に、「地

域」を「組織」や「職場」に置き換えて産業保健領

域の特徴を踏まえて、2017年に「産業保健師の標準

的なキャリアラダー」を作成した。雇用者をはじめ関

連他職種や保健師自身にも「保健師が発揮すべき

能力とその程度に応じた価値」を示すことは、適切

な保健活動を各事業所で展開するために重要と考える。

３）新任期研修の重要性

　産業保健領域においては、職場の情報収集や職場への

アプローチを行う際には労働衛生の知見と事業所内の組織

体制の理解が欠かせないこと、それぞれの事業所での保健

師のおかれている立場によっては簡単にできるものではな

く、キャリアラダーにおける新任期とされるレベルでは「指導

を受けながらできる」項目が多く、専門教育を受けてきた、

あるいは他領域での経験があっても、すぐに一人で出来る仕

事は少ないことがわかった。特に新任期の一人職場の保健

師には職場内外から支援を受ける必要があり、新任期研修

の重要性が確認できた。

４）日本産業保健師会の研修体系

　日本産業保健師会の行う研修体系については、図２のよ

うに整理している。新任期研修、リーダー養成研修を職能

の実践スキルアップ研修とし、日本産業衛生学会産業保健

専門家制度の学術的なスキルアップと連動させるとともに、

年３回開催している業務別・課題別研修によって各自のニー

ズにあったキャリアアップを支援し、産業保健師のアイデン

ティティを育むものとなるようにしている。

　

　新任期産業保健師養成研修は、日本看護協会の後援、

 4 日本産業保健師会の行う
「新任期産業保健師養成研修」

 3 日本産業保健師会の人材育成に
むけた活動

表１.   日本産業保健師会「倫理綱領」４）

倫理綱領
前文
　産業保健師は、公衆衛生看護を基盤に、労働衛生関連法令を含む産業保健に関する専門知識も活用し、労
働者や事業者等との協働による、適切で充実した健康支援活動の実践を通して、公衆衛生の向上を目指す。
　この倫理綱領は、「産業保健師」のその職種の特性を考慮し、その業務の遂行にあたり、本会の会員が「守
るべき最低限の基準」を示すこととした。

第 1 条（使命と責任）
　産業保健師は、労働衛生関連法令を含む産業保健に関する専門知識に加えて保健師の職能を発揮して、労
働者と事業者等が自主的に安全で、かつ健康に働き続けるための支援に努めなければならない。

第 2 条（立場と契約）
　産業保健師は、労働者個々人だけでなく組織も対象とし、公平・中立な姿勢で業務に従事する。また、そ
の立場・役割においては雇用者や他の産業保健スタッフや先輩・同僚の保健師と合意が得られるように努める。

第 3 条（品位の保持）
　産業保健師は、対象との家族的、個人的関係を避け、適切な距離感が保てるように努める。また、対象職
場に適した言動や身なりを心がけ、身勝手な思い込みや行いによって保健師の品位を損わないよう留意する。

第 4 条（実践能力の明示と向上）
　産業保健師は、その業務にあたり、自己の実践能力を的確に明示した上で、雇用者や他の産業保健スタッ
フや先輩・同僚の保健師に相談し、協力を得て実施する。実践能力の向上のためには、実務に直結する研修
だけでなく、本会が開催するキャリア形成としての研修制度や推奨する他団体の研修に参加し、有識者や熟
練者の指導や助言も得て、 産業保健師として絶えず普遍的な能力の研鑽に努める。

第 5 条（情報の取り扱い）
　産業保健師は、国家資格である保健師としての守秘義務を優先するが、生命の危険や仕事への支障等から
情報を開示すべき場合もある。この基準については、行政や学会等からの健康情報の取り扱いについての指
針等を参考に、あらかじめ雇用先と合意を得るよう努める。

第 6 条（自己の安全と健康）
　産業保健師は、業務の遂行に際して心身ともに最良の状態を保持するように努め、日常の行動においても、
常に身を持って安全衛生の規範を示す。

第 7 条（基本倫理の恒久性）
　産業保健師は、時代の変化に伴って保健師の雇用形態・立場が変化しても、産業保健師としての基本倫理
を見失うことなく柔軟に対応していく。
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い視点を学んだ、環境や立場が違っていても産業

保健師としてのあるべき姿は同じであることが実

感できた、講義を聞いているだけでは得られな

いものがグループワークにはあり、自分で手を

動かし、仲間と一緒に考えるうちに考えが整理

でき、視界が開ける感覚を得た、そして今回の研

修会への参加で産業保健師のネットワークがで

きた、仲間ができたと回答する者が多かった。

　今後、産業保健における課題はますます複

雑多様化することにともない、質の高い産業保健師の育成

ニーズの高まりは止まらない。日本産業保健師会としては、

当面は独自の研修体制を継続するが、今後は国や関係各

団体の動きを見ながら、国や企業組織の要望に応えられ

る人材の育成へさらなる貢献をしたいと考える。

　今、保健師に関するさまざまな動きに注目されている。　

今年１月に産業医科大学 産業保健学部 教授 中谷淳子氏

らによる研究班から、「産業現場で活動する保健師・看護

師の活用及び資質向上のための方策に係る研究」６）報告書

が出された。新任期や産業看護活動未経験者の受講を想

定した体系的な学習機会を提供する計画になっている。ま

た、日本看護協会においても令和６年度 厚生労働省先駆

的保健活動交流推進事業「事業場における保健師等の活

動実態の把握」調査が実施された。また、保健師関連団体

協働事業「保健師の未来を切り開くプロジェクト」企画班よ

り、保健師の３つの「コアバリュー」と８つの「コアコンピテン

シー」が明確化され今後はその活用に期待されている（保健

師ジャーナルに連載）。産業保健は労働安全衛生法に基づ

く事業者責任で進める安全衛生活動があり、そもそも企業

独自の方針や健康施策があるなかで進めなければならない

という非常に難しい面があるからこそ、体系化された人材育

成の研修の存在が待ち望まれている。

 5 今後の保健師育成について

図２.   日本産業保健師会研修体系

職能：活動基盤の強化のための活動
　　　政策化へ向けての活動
　　　実践的なスキルアップを支援

学術：継続的な学び
　　　学術的なスキルアップを支援
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厚生労働省の協力を得て、2019年より開催している。産業

保健師に必要な最新の情報や、産業保健活動に必要とされ

る知識・技術を、講義や実践事例、自組織の課題を用いた

演習等を通じて学ぶとともに、仲間との演習（グループワー

ク）や講師陣との交流を通し、キャリアを考える機会となる

ことを目指した研修会である。企業方針や企業風土を理解

し組織人としてふるまえること、自分の立ち位置を理解した

行動をとること、保健計画を立て事業を計画的に実践でき

ること、業務および企業活動など全体を見ることを主眼とし

ている。対象は、産業保健実務経験が半年～５年未満、か

つ産業保健現場で活動している保健師としている。2024年

度の受講者状況は、参加者33名、平均年齢33.1歳（24～50

歳）で、北海道から九州まで広域からの参加があった。産

業保健実務経験年数は約７割が３年未満であった。受講

後のアンケート結果によると、「産業保健師とは」を深く考

えた、保健計画全体を俯瞰し、保健師の視点を意識するこ

との大切さを学んだ等の気づきを得て、自社では産業保健

師の教育制度がないため、目指すべき方向性を教えてもら

い貴重な機会となった、事前課題があったことにより、上司

や同僚を巻き込んで研修に参加できたなど、貴重な研修

の機会ととらえた者もいた。また、グループワークや演習を

通じて、他社の取組みや事例を聴くことができ、自分にはな
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産業保健スタッフに求められる資質
─ 衛生管理者の役割と育成 ─

特 集

3
しいの　きょうじ ● 順天堂大学体育学部卒。音響機器メーカーにて専任衛生管理者、人事部安全健康管理センター長などを務め、2011年から現職。労働衛生
コンサルタント、第一種作業環境測定士、衛生工学衛生管理者として企業へのコンサルティングや講演を行う。共著に「衛生委員会活用化テキスト」独立行政法
人労働者健康安全機構、2020年などがある。

椎野労働衛生コンサルタント事務所代表　椎野 恭司

　「どのような仕事をされているのですか？」ご近所

など、会社関係以外の方に私の仕事を説明するのはと

ても苦手である。1988年に音響機器メーカーに入社し

てから続けてきた衛生管理者は、認知度が低いため、

一般の方ですぐに理解できる人はまずいない。営業と

か、人事、経理などの一般的な仕事に例えることができ

れば、納得していただけるので、「総務関係です」と答

えることもあるが、とても違和感がある。会社員であっ

たとしても、専任の衛生管理者の仕事を理解できる方

は少ない。

　一方で、衛生管理者は、数年前には、「取得してよかっ

た資格ランキング」で上位に入った。会社によっては、管

理職になるための必要要件の資格に衛生管理者を入れ

ており、受験準備等の講習会にて、幅広い知識を問う内

容に四苦八苦している受講生の姿をみると、資格として

の認知度は少しずつ上がってきているとも感じている。

　もともと衛生管理者制度は、1947年に制定された労

働基準法に規定されていた。1945年の終戦により、解

体された陸海軍に所属していた衛生下士官、医師を活

用するため、当時の工場や鉱山で衛生管理を担当して

いた保健指導員、学校の養護教諭をモデルとして、衛

生管理者制度が創設された。当時、今の産業医は「医

師である衛生管理者」と呼ばれ、衛生管理者の一種で

あった。

　1972年に、労働基準法第５章「安全衛生」が、法律

に格上げされて制定された労働安全衛生法（以下「安

衛法」という）には、業種を問わず、常時50人以上の事

業場で、衛生管理者の選任が定められた。1988年に

は、産業構造の変化にともない、製造業など、有害業

務がある一定の業種では、第１種衛生管理者、その他

の業種では、第２種衛生管理者の選任が可となり、資

格取得のハードルが下げられた。

　衛生管理者試験の合格者数は、第１種と第２種を合

わせて、2023年度で約５万人であった。2024年度には、

オンラインによる受験申請が始まり、試験会場も東京試

験場が港区竹芝に新たに開設された。試験回数は東京

試験場だけで年間100回を数え、利便性が高まってい

て、さらに受験者の増加が見込まれる。資格を活用して

いるかは別として、有資格者は着実に増加している。

　労働災害を防止するための安全衛生活動のうち、安

全は、安全管理者が担当し、衛生は衛生管理者が担

当すると安衛法には記述がある。では、これら安全衛

生は、なぜ会社等の組織において必要なのかを考えて

みたい。

　理由は、大きく２つに分けられる。まずは、会社組織

に対するプラス要素である。安全衛生を進めることで、

安心して、安全に働ける職場環境をつくり、従業員のパ

フォーマンスを上げ、事業活動の向上につなげるためで

ある。いつケガをするか、病気になるかわからない職場

の状況で、よい仕事をすることはできない。

　２つ目は、マイナス要素である労働災害を防ぐため

である。

 1 衛生管理者とは

２）衛生管理者制度

 2 衛生管理者に求められる機能

１）衛生管理者の認知度

３）衛生管理者有資格者の増加

１）なぜ安全衛生なのか
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（１）労働損失

　労働災害によって被災した従業員は、休業またはパ

フォーマンスの低下が発生する。また、再発防止のため

の原因調査を行ったり、対策を講じるため、設備は停止

し、大きな損失となる。

（２）コンプライアンス

　安全衛生活動は、安衛法等の法令によって、事業者

が実施しなければならないことが定められている。これ

らの法令を遵守しなければ、会社は厳しい責任追及を

受けることとなる。さらに、近年では安全配慮義務が求

められてきており、法令よりも実施しなければならない

事項がさらに範囲が広くなっている。

（３）損害賠償請求

　会社がやるべきことができていない状態では、労働

災害が発生すると、休業補償や療養費の補償だけでな

く、安全配慮義務違反等として従業員から訴えられ、損

害賠償請求を受ける可能性がある。過去の事例では、

損害賠償とまではならなくとも、和解金を支払うことと

なった例が発生している。

（４）人材の流出

　労働災害が多く発生している職場のイメージはブラッ

クな職場である。人手不足により、人材を募集したとし

ても、ブラックな職場に優秀な人材は集まらず、今いる

従業員の流出にもつながる。

（５）顧客、利益の逸失

　品質管理のISO9000、環境管理のISO14000の認

証取得に多くの事業場がコストと労力をかけている

のは、認証がなければ仕事が得られない取引要件の

一つになっているためである。労働安全衛生管理は、

ISO45001の規格があるものの、認証取得まで求めら

れている状況ではまだないが、品質や環境、SDGsと同

じように取引の要件となってきている実態もある。例え

ば、健康診断実施後の医師による意見聴取が終了する

まで、仕事の発注を止められた事例がある。

　労働災害は、ケガをしたり病気になったりして従業

員にとって私生活における制限がかかり、やりたい仕

事ができなくなるというデメリットがあるとともに、会社

にとっても大きな損失となる。したがって、衛生管理者

は、会社のために機能しなければならない。

　労働災害の防止は、会社の担当者ひとりではできな

い。安衛法にも、産業医の衛生管理者に対する指導も

しくは助言が規定されているように、産業保健の医療ス

タッフである産業医や産業保健師との連携が欠かせな

い。ただ、重要なのは連携であり、医療スタッフからの

一方的な助言やアドバイスを受けるだけでは不十分であ

る。会社にとってよりよいアドバイスを受けるためには、

医療スタッフに会社の状況を理解していただかなけれ

ばならない。衛生管理者には刻一刻と変化する会社の

状況を医療スタッフに伝えるとともに、医療スタッフの

意見を会社へ伝える窓口的な役割が求められる。日ご

ろ、自分たちではあまり感じないが、会社も医療スタッフ

もそれぞれ専門用語を多数使用している。両方の言葉

を理解している衛生管理者が「通訳」することが大切

である。例えば、会社の代表と産業医が話をする場合、

代表が使用する会社の専門用語は、産業医には理解

できないこともある。また、産業医が使用する医学用語

は、代表は理解できない。お互いが、気づかぬうちに専

門用語を使用してしまったら、両者を理解している衛生

管理者が仲介し、理解できる言葉で説明すれば打ち合

わせがよりスムーズになる。

　しかし、実際は、衛生管理者には産業保健スタッフ

の窓口としての役割意識を持っている場合が少なく、

産業医等に会社の状況や期待していることがうまく伝

わらずに、産業保健スタッフが機能していないケースが

みられる。2019年の安衛法改正にて、産業医に対する

的確な情報提供等が事業者に義務付けられたことが

これを証明している。医療スタッフのみなさんにも、さ

らなる衛生管理者の活用を期待したい。

　どのような安全衛生の対策をとればよいのかを検討

するためには、法的な要求事項はもちろんのこと、職

場の状況も理解しなければ有効な対策にならない。理

論的には効果があったとしても、作業の障害となる対

● 特集　産業保健スタッフの育成

２）労働災害による悪影響

４）職場従業員、管理者との連携

３）産業保健スタッフ間の連携
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策は受け入れられない。そのためには、現

場スタッフやその上司と日ごろから情報交

換を行って、何が問題で、どのように解決

してほしいのかを知っておかなければなら

ない。そのために衛生管理者には週１回

の職場巡視が義務付けられていると理解

している。

　こうしてみてみると、衛生管理者は、どこに課題があ

るのかをみつけ出し、それを解決するために、職場、他

の産業保健スタッフと情報交換をし、誰が何をやれば

よいのかを相談して決めていくコーディネーターである

ことが理解できる。さらには、法令改正により制定さ

れた化学物質管理者や保護具着用管理責任者など、

このところ衛生管理業務の一部を専門的に取り扱う資

格者が増えている。衛生管理全般をとりまとめる衛生

管理者は、こうした資格の取得とともにこれらの有資

格者も含めたコーディネートが求められる。

　

　では、実際の衛生管理者がどのように業務を進めて

いるのか、広島で開催された令和６年度全国産業安全

衛生大会にて、中央労働災害防止協会（以下「中災防」

という）が事務局を務める全国衛生管理者協議会から

報告された内容をみてみると、厳しい現状が浮かび上が

る。2023年９月から10月末まで、Webによって調査が実

施され、全国から976名の衛生管理者から回答を得た。

そのうち300人未満の事業場が54％で、衛生管理業務

が、業務全体の１～２割程度の方が64％と、中小企業

の兼務者が多く回答をしていた。衛生管理者として知

識不足、経験不足と感じているものを問う設問では、

メンタルヘルス対策、化学物質管理、両立支援などが

挙げられ、直近の課題に対する意識の高さがうかがえ

る。どのような情報、サービスが必要かの設問では、最

新の法改正、実務に関する研修、相談先の情報などの

回答が多く、実際に困っている姿が目に浮かぶようであ

る。専門スタッフとしての衛生管理者は少なく、定期的

な異動によって新たに衛生管理者となり、担当する方

がほとんどであり、十分な引継ぎや指導がなく、何をど

うすればよいのかわからないなかで業務を進めている

方が多いことが裏付けられた。

　安全衛生の基本は、全従業員に対して、新入社員のこ

ろから各職場にて指導、教育を行い、知識を習得させる

こと。安全衛生の担当者としては、新たに担当となった

ときから上司や先輩あるいは前任者から教育を受ける。

その後は、あまり指導を受ける機会はなく、自らインター

ネット情報等を調べながら業務を進めている方が多い。

　前述の調査結果では、自社以外の衛生管理者との

交流の機会があれば参加したいかを問う設問で、ぜひ

参加したいが35％、上司の指示があれば参加するが40％

と合計で７割以上の衛生管理者が社外の同じ立場の

方との情報交換を求めている。実際には、各都道府県

の労働基準協会等で、安全衛生担当者の交流会が開

催され、衛生管理者等が参加している。例えば東京で

は、年２回程度、東京衛生管理者協議会（現在は、東

基連衛生管理者協議会）の主催でセミナーが実施され

ている（写真１）。毎回、多くの衛生管理者等の安全衛

生担当が出席して、大きな成果を上げている。神奈川

でも「夏季講座」と称して神奈川労務安全衛生協会が

年に１回セミナーを開催し、行政からの情報提供ととも

に、事例研究や参加者の自由討議によって交流を深め

ている（写真２）。こうしたセミナーは、都道府県ごとに

組織された衛生管理者協議会が活動を進めているの

だが、別の設問では、各都道府県にある衛生管理者協

議会自体の存在を知らない衛生管理者が62％に及び、

５）衛生管理者はコーディネーター

 3 衛生管理者の現状

１）アンケート結果から

２）育成の現状

写真１. 東京衛生管理者協議会（現在、東基連衛生管理者協議会）講習
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まだまだ活性化の余地があることを示している。

　

　法的な教育としては、安衛法第19条の２に能力向上

教育が規定されている。衛生管理者のみならず、安全

管理者、作業主任者、職長などの安全衛生に関わる担

当者に対し、５年に１回程度、再教育を実施することが

努力義務規定で定められている。衛生管理者の能力向

上教育カリキュラムは、労働衛生管理の進め方、実務

研究、災害事例など、最新情報や実務レベルの内容が

13時間で構成されている。

　神奈川では、年に１回、衛生管理者の能力向上教育

が開催され、毎回約30名程度が参加している。すぐに

役立つ情報を持ち帰ることができる討議を取り入れて

いることから、受講者からは好評であるが、全体の衛

生管理者の人数から考えると受講者はまだまだ少なく、

今後の課題となっている。

　中災防関東安全衛生サービスセンターでは、「衛生

管理者職務の進め方実務研修」と題して、新任の衛生

管理者を中心にして講習を実施している。全国から受

講者が集まり、衛生管理の基本と、悩んでいるテーマご

とに実務レベルの情報交換を行う討議で構成されてい

る。受講者の話を聞いてみると、何をどのように進めた

らよいのかわからないので受講を希望したケースが多

く、定期的な異動による新任担当者の育成が社内では

難しいことがよくわかる。

　社外の情報源のひとつとして、研究会等への参画が

ある。例えば、日本産業衛生学会の産業衛生技術部会

では、衛生管理に関する講習が開催されている。筆者

も2023年７月に開催された「衛生管理者による巡視に

ついて」をテーマとした講習で講師として参加させてい

ただいた。オープンな会なので、基本的には誰でも参

加可能である。この他にも、私的な勉強会はあると聞く

ので、セミナー等に積極的に参加して、人脈をつくり、

情報を集めてはいかがだろうか。

　社内での育成が難しい現状では、各協会等の社外

の教育機関の役割が重要にならざるを得ない。ただ、

安全衛生関係団体も受講者が集まらない講習は開催

できない。衛生管理者の受講ニーズを掘り起こすため、

衛生管理者講習の周知などの広報活動をさらに進める

とともに、講習時間や内容を絞るなどニーズにあった講

習を準備していくことが重要となっている。

　これまでは、社内に安全衛生専門スタッフを育成して、

ノウハウを蓄積してきた。しかし、会社の状況が変わり、

社内で人材を抱え込むことが困難になっているため、足

りない部分だけを外部の専門家に手伝ってもらうことも

選択肢のひとつである。安全衛生を長く担当していた方

が、自分のノウハウを活かすために、退職後に専門スタッ

フとして開業することが増えてきている。困ったときは、

社外の諸先輩を頼ってもよいのではないだろうか。

３）能力向上教育

４）その他のセミナー

５）自己啓発

１）外部教育機関における
　 衛生管理者教育の活性化

 4 今後の課題

２）外部専門家の活用
写真２. 神奈川労務安全衛生協会夏季講座
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